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平成 15 年 4 月 11 日 

 

各      位 

 

    会 社 名  日本電気システム建設株式会社 

                                               代 表 者 名 代表取締役社長  横山 清次郎  

（ｺｰﾄﾞ番号1973 東証第一部）   

                                                問 合 せ 先  経 理 部 長  深谷 祥一   

                                                            （TEL 03-5463-1111 ）         

                   当社の親会社  日本電気株式会社          

                          代 表 者 名  代表取締役社長  金杉 明信  

 （ｺｰﾄﾞ番号6701 東証第一部）   

 

業績予想の修正に関するお知らせ 

 

最近の業績の動向等を踏まえ、平成 14 年 10 月 25 日の中間決算発表時に公表した業績予想を下記の

とおり修正します。 

 

記 

 

 

１．平成15 年 3 月期連結通期業績予想数値の修正（平成 14 年 4 月 1 日 ～ 平成 15 年 3 月 31 日） 

《連結通期》                             （単位：百万円、％） 

 売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益 

前回発表予想（Ａ） 

（平成14年 10月25 日発表） 
207,000 7,300 6,300 2,350 

今回修正予想（Ｂ） 202,500 5,650 4,700 1,500 

増 減 額（Ｂ－Ａ） △ 4,500 △ 1,650 △ 1,600 △ 850 

増 減 率 △ 2.2 △ 22.6 △ 25.4 △ 36.2 

     
前期(平成14年3 月期)実績 230,064 4,526 4,572 617 

増 減 率 △ 12.0 24.8 2.8 143.1 

 

 

２．平成15 年 3 月期単独通期業績予想数値の修正（平成14 年 4 月 1 日 ～ 平成 15 年 3 月 31 日） 

 《単独通期》                             （単位：百万円、％） 

 売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益 

前回発表予想（Ａ） 

（平成14年 10月25 日発表） 
200,000 7,300 6,300 2,700 

今回修正予想（Ｂ） 193,700 5,780 4,910 1,040 

増 減 額（Ｂ－Ａ） △ 6,300 △ 1,520 △ 1,390 △ 1,660 

増 減 率 △ 3.2 △ 20.8 △ 22.1 △ 61.5 

     
前期(平成14年3 月期)実績 220,031 4,403 4,412 800 

増 減 率 △ 12.0 31.3 11.3 30.0 
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３．業績予想の修正の理由 

 

（１）連結業績 

 

 売上高は、ネットワークインテグレーション、保守、アウトソーシング等の高付加価値関連事業が前

期比で 13％増加したものの、通信事業者の設備投資抑制などの影響により情報通信建設工事、機器販売

等の従来型の事業が前期比で22％減少した結果、前回予想を下回る見込みであります。 

 営業利益は、売上ミックスの変化および原価低減により売上総利益率が11.4％とほぼ前回予想のとお

りとなるものの、売上高減少および情報化投資の償却費、退職給付債務負担等が増加した結果、56 億

50 百万円となる見通しです。 

 経常利益は、円高による為替差損約8 億円および有価証券等の評価損約2 億円の発生などにより、47

億円となる見通しです。 

 当期純利益は、外形標準課税導入に伴う繰延税金資産の見直しによる 1 億 40 百万円の税負担増の影

響があり、15 億円となる見通しです。 

 

（２）単独業績 

 

単独業績については、連結業績と同様の要因により、売上高、営業利益、経常利益、当期純利益とも 

前回予想を下回る見通しであります。なお、当期純利益につきましては、連結子会社「NESIC SINGAPORE  

PTE LTD」の解散に伴う整理損失927 百万円（平成 14 年 12 月 26 日発表）を含んでおります。 

 

以  上 

 

 

（注）本資料に記載されている見通しは、将来の予測であって、リスクや不確定な要素を含んだもので 

す。したがいまして、実際の業績は、様々な要因の変化により記載の見通しとは異なる結果とな 
る可能性があります。 


